
1



2



自動ドア販売会社の連結化も前年比増収に寄与。
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輸送用機器セグメントでは、鉄道車両用機器での計画外MROの増、各事業での販管
費未発現により増収増益。
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商用車用機器は、M&A効果により過去最高の売上となった。

精密機器セグメントにおいて、減益の要因は新エネルギー機器に起因しており、精密
減速機の収益性は前年レベルを維持。
輸送用機器セグメントは、舶用機器の減益を他事業でカバー。
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減価償却費の増は精密減速機および航空機器において、拡大投資を実行したことに
よるが、主たる減益要因にはならず。
販売管理費用の増は、主に自動ドアにおける販売会社の連結化に起因するもの。
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前中期経営計画(2015年3月期～2017年3月期)の目標成長をほぼ達成できた事業は、
精密減速機、航空機器、自動ドア、包装機であり、それ以外の事業は目標未達。
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輸送用機器セグメントに関して、鉄道車両用機器は、中国向けが停滞したこと、商用車
用機器は、日本市場は好調だったものの、特にタイなど東南アジア市場が伸び悩んだ
ことにより目標未達。
舶用機器は前中期経営計画初年度の2015年3月期に最終年度目標に到達したもの
の、最終年度の2016年12月期には、造船・海運市況の低迷を受け、未達となった。た
だし、舶用機器については、生産改革の実行やMROビジネスの拡大などにより、減益
幅は最小限に抑えている。

油圧機器は、中国市場の低迷が、航空・油圧機器セグメントにおいての最大の目標未
達成要因となった。ただし、中国拠点において、2015年に構造改革を実行し、2016年に
は事業黒字化に成功した。
航空機器は、2018年以降に本格納入を開始するボーイング向け製品の拡大に伴い、
ほぼ目標通りに推移。
産業用機器セグメントは、北米拠点におけるPMI費用発生により、目標営業利益は未
達成。
包装機は、食品産業向け需要が好調なことにより、2016年12月期に売上・営業利益と
もに過去最高を記録。

10



11



今中期経営計画期間中にROE15%を達成する。
連結配当性向については、前中期経営計画期間中に設けていた40％の上限を撤廃。
ESG課題解決については、昨年度より立ち上げたCSR委員会を中心に推進、課題解決
のための投資も行う。
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Operational  Excellenceについては、社内ROICの導入により、具体的な目標値を算定
し、収益性・効率性の向上を目指す。
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2012年に策定した長期ビジョンにおける経営目標値については、経済環境の変化によ
り、取り下げ、新たな経営のコミットメントとして ROE 15%、配当性向35%以上、ESG課題
への注力を新たなターゲットとする。
2016年から2020年にかけて、年平均8%の成長のうち、オーガニックでは3%の成長をイ
メージしている。残りの5%は新製品の投入や新市場、新領域の開拓で達成する計画。
2017年のドルの為替換算レートは1ドル=110円とし、2020年のドルの為替換算レートは
1ドル=100円として計算している。
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CO2排出量の削減については絶対値の削減ではなく、生産量が増加しても、排出量の
横ばいを目指す。
ゼロエミッション化の推進については、埋め立て処分量をゼロにする。
有害物質使用量削減については、前中期計画で行ってきたことを引き続き推進してい
く。なお、当社は2016年、CDPによる「気候変動Aリスト」「サプライヤー気候変動Aリス
ト」に選定された。

ものづくりイノベーションについては、「ものづくり革新推進室」を立ち上げ、工場の安全
性や生産性改善に取り組んでいる。
生産性改善については、ひとつの工場で成功した例を他工場に採用するなど、工場同
士のシナジーを創出してきたが、今後はこれを、事業間シナジーに広げていきたい。
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増収増益をめざし、それに合わせた生産能力の拡大をはじめとした投資も積極的に行
う。
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低迷していた中国市場において、反転傾向が出てきた。
また、2015年に中国工場2拠点を1拠点に集約したこと、生産能力の削減と減損処理を

行ったことにより、収益は改善傾向にあり、ハイエストを買収したことで製品ラインアッ
プも拡充している。
今後は、建設機械のICT化、電子化に対応した製品の研究開発も進めていく。
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中国向けでは、高速鉄道の350km/hタイプが2017年以降中国独自の車両モデル開発
が投入されることにより減少するものの、高速鉄道250km/hタイプ向け、地下鉄向け、
MROの拡販、東南アジアで成長できる見込み。

欧州参入では、認証取得に時間がかかると思われるが、ブレーキの現地生産も視野
に入れる。
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航空機器は、10年～20年の長期的な視点を必要とする事業である。
2017年は、B777からB777Xにモデルチェンジする端境期であり、成長は期待していな
い。
2020年頃には、運用される航空機が2倍になるという市場予測から、当事業も相応に
成長すると見込んでいる。
昨年より、着工していた表面処理工場とEHSV工場は完成し、今後は生産能力拡大の
ためのアクチュエーター工場を着工予定。
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舶用機器については、今中期経営計画前半(2017～2018年度)では伸びを期待でき
ず。
2016年のバルチック指数は2014年の水準と比べ、10分の1まで落ち込み、市場の低迷
は深刻。
現在の造船・海運市況の悪化に対し、今中期経営計画(2016年～2020年)では製品ラ
インナップの拡充と2020年に施行予定のSoxなど環境規制対応による新造船需要の回
復を背景に成長していく。
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2006年～2008年に販売されたトラックの更新需要により堅調に推移する見込み。
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IFRS導入の影響で、営業利益では前年比減益だが、コア営業利益では増益の計画。

27



28



トランスポートソリューションセグメントは、鉄道車両用機器における中国独自の高速鉄
道車両モデル開発の影響に加え、舶用機器の市場低迷による減、航空機器の新工場
立ち上げによる償却負担の増により、減益の予想。
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